
　☆行政報告
　【町　長】７件

　　◇広尾町北方圏交流振興会の決算状況 － サンタメール申込7255件、２万2345通を発送。収益143万9005円

　　◇広尾町水産加工排水処理公社の決算状況 － 排水処理量 ２万3984㎥、収益 １万5088円

　　◇地域防災計画の見直し － 名称変更「一時避難場所」→「緊急避難場所」、避難所の指定の一部見直しなど

　　◇地域共生型福祉施設の建設 － 障がい者グループホーム１ユニット６部屋

　　　　　　　　　　　　　　　　　建設場所：公園通南２丁目９番地

　　◇十勝地域におけるドクターヘリ － 十勝は全道で唯一の空白地域だが、単独での導入は困難。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　道東圏ドクターヘリの運航圏域拡大に関する要請書を十勝19市町村

長連名で５月13日に提出

　　◇工事請負契約の締結 － ①浄水場機械設備工事 （契約額３億2940万円）

　　　　　　　　　　　　　　②浄水場電気設備工事 （契約額１億4256万円）

　　◇雑紙の資源回収 － 平成28年４月から開始

　☆主な審議事項と結果

2015.7 月

№26

第２回 町議会定例会

平成27年第２回定例会が、６月８日から10日まで３日間の会期で開かれました。
条例の一部改正や補正予算、財産の取得などを審議し、いずれも原案どおり可決、
閉会しました。

障がい者グループホームを建設

件　　　　　　　　　　名 審議結果

財産の取得　－児童福祉会館会議用イス・テーブル等の購入。（イス400脚、机140台ほか）
　　　　　　　取得価格：1181万3040円

原案可決

税条例の一部改正　－地方税法等の改正に伴い、必要事項の改正を行った。 原案可決

介護保険条例の一部改正　－制度改正により、低所得者の保険料を軽減。
第１段階の被保険者が対象、保険料年額２万6400円→２万4000円（2400円の減）

原案可決

国民健康保険税条例の一部改正　－賦課限度額の引き上げ改定、低所得世帯への保険税軽減基準
を一部拡大。（平成27年４月１日から適用）

原案可決

公営住宅管理条例の一部改正　－紅葉団地にかかる入居条件のうち、収入上限額を現行の15
万８千円から25万９千円に引き上げる。（平成27年７月1日施行）

原案可決

平成27年度一般会計ほか８会計予算の補正
　・９会計の補正予算は、予算審査特別委員会で審査した結果、可決すべきと認定。
　　10日の本会議で原案のとおり可決した。
　　※同委員会での質疑内容は、９月発行予定の議会だよりに掲載します。

原案可決

工事請負契約の締結　－広尾中学校屋内運動場改築関連工事３件（合計契約額５億7726万円） 原案可決

（一部省略しています）

※裏面へ続きます

民間事業者が計画、公園通南２に１棟６部屋



　☆主な審議事項と結果
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件　　　　　　　　　　名 審議結果

とかち広域消防事務組合議会議員の選挙
　・５月１日に設立された「とかち広域消防事務組合」の議会議員選挙を行い、広尾町から渡辺

富久馬議員、堀田成郎議員の２名を選出した。
当　選

☆志村國昭、北藤利通、山谷照夫、小
お

田
だ

雅二、前崎　茂、旗手恵子 の６議員が行いました。

　【志村議員】　①国保病院の夜間救急医療体制の充実について

　　　　　　　②買い物弱者への支援策と街並み景観の整備について

　【北藤議員】　①広尾高校の存続に向けて

　【山谷議員】　①空き家対策特措法の全面施行に伴う実態調査等の考えは

　【小
お

田
だ

議員】　①受動喫煙の防止にかかる行政の対応について

　　　　　　　②超高齢化社会における行政の対応について

　【前崎議員】　①商店リフォーム助成事業の創設について

　　　　　　　②町立国保病院の経営改善計画について

　【旗手議員】　①「核兵器廃絶、平和の町宣言」の町としての取り組みの具体化を

　　　　　　　②国民健康保険について

一 般 質 問 ６月９日（火）

６月10日（水）意見書の審議

件　　　　　　　　　　名 審議結果

平成27年度北海道最低賃金改正等に関する意見書 原案可決

※可決された意見書は、国及び関係機関に提出しました。

※表面からの続き

（一部省略しています）

第１回　町議会臨時会

平成27年第１回臨時会は５月18日に開会。条例改正や財産の取得、補正予算など
について審議し、いずれも原案どおり可決、閉会しました。

今年も子育て世帯や低所得者に
給付金を支給　　　　　　　　関連事業費 1800 万円を計上

　☆主な審議事項と結果
件　　　　　　　　　　名 審議結果

財産の取得　－戸籍総合システム購入　取得価格：1998万円 原案可決

税条例の一部改正　－ふるさと納税の税額控除申告手続き簡素化、軽自動車税の見直しなど。 原案可決

平成27年度一般会計予算の補正　－昨年度に引き続き、消費税率引き上げに伴う子育て世帯、低
所得者の負担を軽減するための臨時給付金の支給を国が決定したため、関連事業費を計上。

原案可決

（一部省略しています）


